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再生可能エネルギー等導入推進基金事業計画書（全体計画書） 

（事業計画の概要） 

計画の名称 北海道グリーンニューディール基金（再生可能エネルギー等導入推進事業） 
計画の期間 平成２５年度～平成２７年度 交付対象 北海道、市町村 
各種計画への位置づけ、その名称等 

 

計画名 計画の概要及び関連箇所 

北海道地球温暖化対策

推進計画 

（地球温暖化対策推進

法に基づく地方公共団

体実行計画、平成 22年 5
月策定） 

温暖化対策推進法の改正や平成 21年 3月に制定した北海道地球温暖化防止対策条例を踏まえて、平成 12年に策定した北海道
地球温暖化防止計画を全面改定し、温暖化対策を総合的かつ計画的に推進するため平成 22年 5月に策定。 
目標年（平成 32年度）の推計排出量から 738万 t-CO2の温室効果ガス排出削減を当面の目標として設定し、その達成に向け

て、「本道の地域特性や強みを活かし、北海道が早急に取り組むべき施策」の柱（重点施策）の 1つとして、「地域の特性を活か
した環境にやさしいエネルギーの導入等」を掲げ、「太陽光発電や風力、水力、雪氷冷熱、バイオマスなどの再生可能エネルギー

の導入を促進し、家庭や事業所等における二酸化炭素排出量の削減を目指す」こととしている。 
 

【第１章  総論】【第２章  現状】【第３章  削減目標】 
【第４章  温室効果ガス排出抑制等の対策・施策】 

１温室効果ガス排出抑制等の対策・施策 
（１）二酸化炭素の排出抑制対策 
②民生（業務）部門 
○省エネルギー・新エネルギー型設備の導入促進 
 ・各種助成支援制度や情報発信を行い、導入を促進 

⑤エネルギー転換部門 
○太陽光発電、水力発電、風力発電、地熱発電及びバイオマス発電など発電分野への再生可能エネルギーの導入を

促進 
⑥廃棄物部門 
○バイオマスの利活用の推進 
 ・バイオマスのエネルギーや製品としての利活用による地域循環圏の形成を総合的・計画的に推進 

（３）森林等による二酸化炭素吸収源対策 
  ○木材及び木質バイオマスの利用促進 
   ・利用施設の整備を促進 
２ 重点施策 
（２）地域の特性を活かした環境にやさしいエネルギーの導入等 
 ○省エネルギー・新エネルギー対策の総合的推進 
 ○太陽光、風力、水力、雪氷熱、バイオマスなど道内の多様なエネルギー資源を有効活用した再生可能エネの導入

促進 
【第５章  計画推進体制】 



 
計画名 計画の概要及び関連箇所 

北海道環境基本計画 

〔第 2次計画〕 

（平成 20年 3月策定） 

北海道環境基本条例に基づき、環境の保全及び創造に関する長期的な目標や施策の基本的な方向を明らかにした計画。 
 

【第１章  総論】 趣旨、各主体の役割、現状、将来像（長期目標）等 
【第２章  施策の展開】 
○分野別の施策の展開 
（１）地域から取り組む地球環境の保全 

・太陽光、風力、バイオマス、雪氷など地域資源を有効活用した新エネルギー導入の促進 など 
（２）北海道らしい循環型社会の形成 

・廃棄物系バイオマスおよび未利用バイオマスの利活用促進 など 
（３）自然との共生を基本とした環境の保全と創造 
（４）安全・安心な地域環境の確保 
○重点的に取り組む事項  
  ア 北海道の特性を生かした地球温暖化対策の推進  

・地域の特性を生かした環境にやさしいエネルギーの導入促進 
【第３章  計画の推進】  

北海道循環型社会形成

推進基本計画 

（平成 22年 4月策定） 

平成 20年 10月に制定した北海道循環型社会形成の推進に関する条例では、産業廃棄物の適正処理推進などのほか、本道に多
様かつ豊富に賦存するバイオマスに着目し、全国で初めて「バイオマスの利活用の推進」を規定。 
 条例に基づき策定した北海道循環型社会形成推進基本計画においても、「道が総合的かつ効果的に講ずべき施策」の４つのうち

の 1つに「バイオマスの利活用の推進」を掲げ、「関係者との連携によるバイオマス利活用システムの構築や施設整備の促進」「バ
イオマスのエネルギーや製品としての利活用による地域循環圏の形成を総合的・計画的に推進」さらには「バイオマスの新たな

エネルギー・製品への利活用推進によるバイオマス関連産業の振興」を図ることとしている。 
 
【第１章  計画策定の趣旨】【第２章  現状と課題】【第３章  基本的な方針と指標】【第４章  各主体の役割】 
【第５章  道が総合的かつ計画的に講ずべき施策】 
１ ３Ｒの推進 
２ 廃棄物の適正処理の推進 
３ バイオマスの利活用の推進  
・バイオマスのエネルギーや製品としての利活用による地域循環圏の形成を総合的・計画的に推進 

【第６章  計画の推進】 
北海道地域防災計画 

（平成 25年 5月修正） 
平成 21年 4月に制定した北海道防災対策基本条例では、防災対策の基本方針として「地域の特性に応じた防災対策の推進」「災

害に強い地域づくりの推進」を掲げ、基本的な施策として「市町村及び防災関係機関と連携し、防災に関する施設及び設備につ

いて計画的に整備を図る」こととしている。 
また、平成 24年度の修正では、東日本大震災で得られた教訓や国の防災基本計画の修正を踏まえ、地震・津波対策を中心とし

た防災対策全般の拡充を図ったところであり、「災害に強いまちづくり」を推進することとしている。 
 
 



計画名 計画の概要及び関連箇所 
北海道省エネルギー・新

エネルギー促進行動計

画〔第Ⅱ期〕 

（平成 24年 3月策定） 

平成 12年 9月に制定した北海道省エネルギー・新エネルギー促進条例に基づき、平成 14年 2月に北海道省エネルギー・新エ
ネルギー促進行動計画を策定し、これまで省エネルギーの促進や新エネルギーの開発・導入の促進に取り組んできた。 
平成 24年 3月、東日本大震災以降のエネルギー政策をめぐる情勢変化なども踏まえ、省エネルギーの促進と新エネルギーの

開発・導入の促進に向けた取組の一層の強化を図るため、取組の方向性と目指す姿を明らかにした第Ⅱ期行動計画を策定。 
 
＜第１編 総論＞【第１章 計画の基本的な考え方】【第２章 計画推進の基本的な考え方と目指す姿】 
＜第２編  各論＞ 
【第３章  省エネルギーの現状と課題】【第４章  エネルギー需要家の意識改革に向けて（省エネの促進）】 
【第５章  新エネルギーの現状と課題】 
【第６章  多様なプロジェクトの早期実現にむけて（新エネの導入の加速）】 

２ 道が取り組む主な施策 
（４） 社会的な課題への取組【地域社会の理解と協力】 
・庁内会議である「省エネ・新エネ施策推進会議」を活用し、毎年、道有施設における新エネルギー導入の意向を調

査し、道有施設における率先的導入を進めることにより、地域に対して導入ノウハウや効果などの情報提供を行い、

新エネ導入に関する理解を得るとともに、導入意欲を高めるなど導入環境の整備に取り組みます。 
【第７章  エネルギーの地産地消に向けて（地域における新エネルギーの導入促進）】 

１ 施策の推進に関する考え方 
・本道に豊富に賦存するエネルギー資源を活用し、地域の産業とエネルギーを結びつけ、エネルギーの地産地消によ

る地域の活性化を目指す市町村や農林水産業、製造業、大学、ＮＰＯ等様々な主体によるこうした取組を、道内各

地域に拡げて、地域における新エネルギーの導入促進を図って行きます。 
２ 道が取り組む主な施策 
（１） 全道的、広域的な課題の検討 
・実際に地域で取り組まれている事業をモデルに、その対応方策等を検討するとともに、庁内に必要に応じエネルギ

ー種別毎の課題を検討する会議を設けるなどして、国、大学や道内外の民間企業の知恵を活用し地域の取組の促進

を図ります。 
（４） 地域推進体制の活用 
・振興局毎に市町村や関係機関で構成する「地域省エネ・新エネ導入推進会議」やその会議の下に設置されるワーキ

ンググループなどを活用し、地域の特定課題の解決や事業化に向けた検討を行うなど、地域特性を踏まえたモデル

となるプロジェクトの実現に向けた取組を支援します。 
・地域の多様な主体による取組の連携を図る上で市町村 役割は重要であり 市町村が中心となり地域の多様な主体と
ともに地域に賦存するエネルギー資源を活用し、省エネルギーや新エネルギーを推進する取組や市町村が率先して

行う新エネルギーの導入の取組への支援を通じ、エネルギーの地産地消の推進に取り組みます。 
【第８章  民間活力の積極的な活用に向けて（関連産業の振興）】 
＜第３編  推進管理＞ 
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◆横断的・基盤的施策の実施方針◆

・大気や水、土壌など生態系構成要素の保全に
は低炭素社会、循環型社会の構築が不可欠

・地球温暖化、循環型社会形成の取組と相互に
関連し合いながら生物多様性の保全を図る
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エネルギー政策

防 災

全国トップクラスのポテンシャルを活かした
再生可能エネルギー導入の取組促進

災害に強い自立・分散型エネルギー社会の構築

北海道省エネルギー・新エネルギー促進条例

北海道省エネルギー・新エネルギー
促進行動計画

バイオマスや中小水力発電、地熱など地
域特性を生かした新エネルギーの開発・
導入の拡大

◆目指す姿◆

エネルギーの地産地消の取組の拡大

◆実現に向けた取組◆

地域における新エネルギーの導入促進

北海道地域防災計画

◆基本方針◆
・協働による防災対策の推進
・災害への備えを中心とした災害に強い地域づく
りの推進〔防災に関する施設等の整備〕

・地域の特性に応じた防災対策の推進

◆東日本大震災等を踏まえた主な修正内容◆
・地震、津波対策の抜本的強化
〔災害に強いまちづくりの推進〕

・大震災を踏まえた各種防災対策の強化、推進
〔災害対策本部の機能（バックアップ機能）強化〕

北海道防災対策基本条例

各種計画相関図

 



計画の概要 

 

（１）現状分析及び課題 

 

ア 温室効果ガス排出量の現状 

 

道では、北海道環境基本計画〔第２次計画〕において「循環と共生を基調とする環境負荷の少ない持続可能な北海道」を目指すこととしており、二酸化炭

素などの温室効果ガスの排出抑制に取り組んでいる。 
特に、積雪寒冷・広域分散型の北海道では、暖房や自動車運行に使用する化石燃料に依存する傾向が強いことなどから、省エネルギーの取組や地域のエネ

ルギー資源を有効に活用した再生可能エネルギーの利用を積極的に進めていく必要がある。 
北海道地球温暖化対策推進計画では、国や道の既存の計画から積算可能な温室効果ガスの削減量を当面の削減目標として、2020年度（平成 32年度）の総
排出量を基準年（1990年度、平成 2年度）比 4.5％減の 6,078万ｔ-CO2を目標としているが、2010年度（平成 22年度）の総排出量は基準年より 1.1％減
の 6,299万ｔ-CO2となっているところであり、更なる加速化に向けて、温室効果ガス削減の取組を積極的に進めていく必要がある。 
このため、道では、国の動向や道の新たな「省エネ・新エネ促進行動計画」の再エネ等導入目標値などを踏まえて削減目標等の見直しを行い、再生可能エ

ネルギーの導入促進や、豊かな森林を活用したカーボン・オフセットの取組など、本道の特性を生かした温室効果ガスの削減に積極的に取り組むこととして

いる。 
 
 
【温室効果ガス削減の取組】                      【本道の温室効果ガス総排出量（万 t-CO2）】 
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環境に配慮した自動車の利用、 
公共交通機関の利用促進、 
エネルギー消費効率の向上など 

廃棄物関係

の取組 ３Ｒの推進 
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の温室効果ガス 
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事業者の取

組 
代替フロン 削減、農業におけるメタ
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の取組 ３Ｒの推進 
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【道内における再生可能エネルギー導入状況：原油換算】 

                               (単位：万kL) 

区 分 平成 21 年度 平成 22 年度 
平成 23 年度 

(速報) 

発

電

分

野 

太陽光発電 0.7 0.9 1.3 

風力発電 14.3 14.5 15.5  

中小水力発電 91.9  92.0 92.2 

バイオマス発電 1.5 2.5 2.6 

地熱発電 2.7 2.5 2.0 

熱

利

用

分

野 

太陽熱利用 0.7 0.7 0.7 

水温度差 1.9 1.5 1.5 

雪氷冷熱 0.1 0.2 0.2 

地熱（熱水利用） 6.3 6.3 6.3 

バイオマス熱利用 1.2 1.2 1.3 

イ 再生可能エネルギーの導入状況 

 

北海道は全国の約１／４を占める広大な面積を有しており、環境

省の平成 22年度「再生可能エネルギー導入ポテンシャル調査報告」

においても、公共系建築物における太陽光発電の導入ポテンシャル

が全国３位、風力発電は全国１位と推計されるなど、様々な再生可

能エネルギーの導入ポテンシャルを有しており、太陽光発電や風力

発電等において、年々着実にその導入が進んでいるところである。 

 

道では、北海道環境基本計画（第２次計画）の個別計画（北海道

地球温暖化対策推進計画、北海道循環型社会形成推進基本計画など）

において、こうした地域の特性を活かし、環境にやさしい再生可能

エネルギーの導入を促進することとしているほか、北海道らしい循

環型社会の形成を加速させるため、道内に豊富に賦存する「バイオ

マスの利活用」について推進することとしている。 
 
また、「北海道省エネルギー・新エネルギー促進行動計画（第Ⅱ

期）」では、新エネルギーを中長期的に主要なエネルギー源の一つ

とすることを目指すとともに、本道に豊富に賦存するエネルギー資

源と地域の産業を結びつけ、エネルギーの地産地消による地域の活

性化を目指すこととしており、道内の全１４振興局（地域出先機関）

に市町村や関係団体等で構成する「地域省エネ・新エネ導入推進会

議」を設置し、導入ノウハウや事業効果などの情報提供、地域の特

定課題の解決に向けた検討など、地域と一体となって再生可能エネ

ルギーの導入を促進することとしている。 

 

ウ 東日本大震災を踏まえた防災対策の強化 

 

道では、東日本大震災で得られた教訓などを踏まえて、防災対策全般の拡充を図るため、平成 24年 6月、地域防災計画の修正を行ったところであるが、
中でも防災基盤整備の強化は急務であり、災害対策本部機能等の確保（情報通信設備や自家発電装置など主要な機能の充実）など「災害に強いまちづくり」

を推進することとしている。 
また、東日本大震災を踏まえた防災対策の推進の必要性に鑑み、東日本大震災の復旧・復興の必要な特定被災地方公共団体や、近い将来、地震の発生する

可能性が高い日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域などについては、早期に必要な施設整備等を進め、防災対策の強化を図る必要がある。 

 

 

 



 

（２）成果目標、成果指標 
 
現状分析及び課題を踏まえ、北海道では次の５項目を成果指標とし、それぞれ平成 27 年度までの成果目標を設定する（成果目標の数値は「計画の目標数

値」に記載）。 
① 導入した再生可能エネルギーによる発電量 

② 導入した再生可能エネルギーによるＣＯ２削減量 
③ 防災拠点等となり得る公共施設の再生可能エネルギー普及率 
④ 再生可能エネルギー導入地区における避難対象人数 

⑤ 補助金所要額効果 

また、定性的な成果目標としては、地域の防災力の向上やエネルギーの地産地消による地域の活性化への貢献を目標とする。 

 

（３）基金事業計画 

 

ア 基金事業の目的 

 

大規模な災害に備えるために避難所や防災拠点等への再生可能エネルギー等の導入を支援し、「災害に強く、低炭素な地域づくり」を促進することを目的

とする。 

 

【道内における再生可能エネルギーの賦存状況】 

種 類 賦存量の多い地域 
主な 

活用方法 

太陽光 道東（十勝、釧路、根室）など 
発電 

熱利用 

風力 道南（檜山、日高）、道北（留萌、宗谷）など 発電 

畜産系バイオマス 道東（十勝、根室）など 
発電 

熱利用 

林地バイオマス 道南（檜山）、道北（オホーツク）など 
発電 

熱利用 

農業系バイオマス 道央（空知）、道東（十勝）など 
熱利用 

燃料利用 

温泉熱 道南（胆振）、道東（釧路）など 
発電・ 

熱利用 

イ 事業の執行方針 

 

① 地域特性を活かした再生可能エネルギーの導入 
本道では、全国トップクラスの賦存量を誇る太陽光や風力をはじめと

して多様な再生可能エネルギー資源を有しているが、再生可能エネルギ

ーのさらなる普及拡大を図るためには、太陽光はもとより地域に賦存す

る様々な再生可能エネルギーの導入を推進する必要があることから、地

域特性を最大限活用するとともに、地域の環境産業を育成する観点か

ら、道内企業が研究・開発した再生可能エネルギー導入技術や、効率の

良い先導性のある技術を導入することで、他地域の先進事例となること

が期待される事業に配慮する。 

 

② 地域づくりの推進 
地球温暖化対策地方公共団体実行計画や市町村総合計画、防災計画等

で、導入する再生可能エネルギーの種別や導入する施設、導入施設にお

けるＣＯ２削減効果などが明確となっているとともに、公共施設への積

極的な導入や、環境教育による人づくりや産業振興など、地域づくりへ

の波及効果が期待できる事業に配慮する。 

 



 

③ 防災対策推進地域等への配慮 
東日本大震災を踏まえた防災対策の推進の必要性に鑑み、東日本大震災財特法に基づく特定被災地方公共団体や、近い将来、地震発生の可能性が高い日本

海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域、孤立化の可能性が高い地域などに導入する事業等については、早期の事業執行が図られるよう配慮すると

ともに、本道のような積雪・極寒地においては、安全・安心な避難生活を確保するためには、電源の確保だけではなく、熱エネルギーの確保も不可欠である

ことから、地中熱や温泉熱、太陽熱などを導入する事業についても配慮する。 

                                                   

ウ 市町村との調整状況、資金の配分計画 

 

市町村の事業要望については平成 25 年７月に取りまとめたところであるが、今後、市町村事業の効果的な実施方法や実施時期等について検討、調整を行

うこととする。 

また、基金の執行については、道有施設への再生可能エネルギーの積極的な導入を図りつつ、地域における防災機能の強化のため、市町村事業を中心とし

て事業費を配分する。 

 

エ 事業の選定方法、監理体制 

 
◎北海道再生可能エネルギー等導入推進基金事業評価委員会の構成 

北 裕幸 北海道大学大学院情報科学研究科教授(再エネ導入技術) 
高井 伸雄 北海道教育大学教育学部釧路校講師(地域づくり) 
平岡 俊一 北海道大学大学院工学研究員准教授(防災) 

事業の執行方針及び計画作成については、北海道地球温暖化対策推進本部等を通じた 

全庁的な連携のもと関係部課と協議しながら進めているところであるが、基金の執行に 

あたっては、外部有識者で構成する北海道再生可能エネルギー等導入推進基金事業評価 

委員会【所掌：事業計画及び事業実績の評価】において執行方針に基づく個別事業の評価 

を行うなど、計画の立案から実施後の評価までの一連の事業プロセスにおいて効率性や透明性などを検証できる仕組みを構築して実施する。 

また、事業実施による成果目標の進捗状況等についても評価委員会による評価、助言等を受ける。 

 

＜予定事業内容＞ 

行政機能の維持 ４施設 

医療機能の維持 １施設 

避難所等の確保 ９施設 

都市機能の維持 ０施設 

オ 基金事業の概要 

 

① 公共施設再生可能エネルギー等導入事業 

本事業メニューでは、防災拠点等となり得る道有施設及び市町村施設に再生可能エネルギー等の導入を行う。 

道有施設については、地域と連携した防災機能の充実を目的として、地域の避難所に指定されている道立学 

校や、災害時等に地域での中核施設となる庁舎等へ、地域資源を考慮した太陽光発電などの導入を進める。 

また、市町村施設については、太陽光発電のほかにも、風力、地中熱、バイオマスなど、地域の特性を活か  

した多様な再生可能エネルギーの導入を計画している。 

 

② 地域資源活用詳細調査事業 
本事業メニューでは、導入自治体における基金事業の効果の検証(ＣＯ2削減効果、費用対効果、化石燃料削減効果など)や、地元で活用すべき最適な 

再生可能エネルギー(地域資源)の検討、新たな資源発掘・地域活性化の検討等を行い、その結果を道内市町村に先進事例として紹 

介することで、他の自治体への再生可能エネルギー導入推進を図る｢再エネ導入推進自治体調査･支援事業｣を実施するほか、外部評価委員会の開催等、基金 

事業の執行にあたり必要な経費の執行を行う。 



（４）実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 画 
 
 

計画策定 

○環境生活部 環境局 
地球温暖化対策室 
計画推進Ｇ 
主幹１（実務責任者） 
主査１（計画策定） 

全体計画 年度計画 

主な関係課 

○環境生活部 環境局 
環境推進課 

○環境生活部 環境局 
循環型社会推進課 

○経済部 産業振興局 
環境・エネルギー室 

○総務部 危機対策局 
危機対策課 

 

北海道地球温暖

化対策推進本部 

協議 

反
映 

調
査 

市町村 

事業計画 

十四の振興局毎の地域省エネ・新エネ導入推進会議 

（道振興局・市町村・関係団体等） 

 

実 施 
道事業【事業実施】 

○総務部総務課 主幹、主査、担当 
○環境生活部課文化スポーツ課 
        主幹、主査、担当など 

市町村事業 

【補助事業】 

○環境生活部  環境局  
地球温暖化対策室 計画推進Ｇ 
主幹（実務責任者） 
主査１（環境省、市町村との調整）  
主査２（検査） 
担当（進行管理・検査） 

【事業検査】 

○総合振興局・振興局（全道１４カ所） 
環境生活課 地域環境係 担当 

【事業実施】 

○各市町村担当部署 

民間事業【補助事業実施】 

○環境生活部 環境局 
地球温暖化対策室 計画推進Ｇ 
主幹（実務責任者） 

主査（環境省、市町村等との調整） 
担当（進行管理） 

                評 価 

 

 
計画の進行管理 

○環境生活部 環境局  
地球温暖化対策室  
計画推進Ｇ 
主幹、主査 、担当 

 

基 金 
基金管理・運用 

○環境生活部 環境局  
地球温暖化対策室 計画推進Ｇ 
主幹（実務責任者）、主査、担当 

北海道再生可能エネルギー等導入推進基金事

業評価委員会 

【所 掌】 
◆基金事業計画の評価  
◆基金事業実績の評価 

【構 成】（３名） 
◇再エネ技術 ◇地域づくり ◇防災対策                             

北海道再生可能エネルギー等導入推進基金

事業評価委員会 



計画の成果目標 

（１）成果指標及び成果目標 

非常時においても一定程度の持続的なエネルギー供給を確保することを目的として、再エネ発電量およびＣＯ2削減量を定量的な指標とし、今後３年間の
目標を次のとおりとする。 
また、防災拠点等となり得る公共施設における再生可能エネルギーの導入率や導入地区における避難対象人数について目標とするとともに、基金の効果的

な活用に留意しながら進捗管理を行う。 

項    目 Ｈ25 

Ｈ26 Ｈ27 

合 計 H28 前年度設置

に係る分 

当該年度設

置に係る分 
合 計 

前年度設置

に係る分 

当該年度設

置に係る分 
合 計 

本事業で導入した再生可能エ

ネルギーによる発電量 

0 

kWh 

0 

kWh 

5,640 

kWh 

5,640 

kWh 

59,746 

kWh 

4,192 

kWh 

63,938 

kWh 

69,578 

kWh 

110,746 

kWh 

本事業で導入した再生可能エ

ネルギーによるＣＯ２削減量 

0 

t-CO2 

0 

t-CO2 

37.86 

t-CO2 

37.86 

t-CO2 

454.71 

t-CO2 

76.22 

t-CO2 

530.93 

t-CO2 

568.79 

t-CO2 

1,382.09 

t-CO2 

防災拠点等となり得る公共施

設の再生可能エネルギー普及 
1.9 ％ 1.9 ％ 2.1 ％ 2.1 ％ 2.1 ％ 2.3 ％ 2.3 ％ 2.3 ％ 

 

率 本基金による再エネ導入

施設数 
0 カ所 0 カ所 ７カ所 ７カ所 ７カ所 ７カ所 １４カ所 １４カ所 

 

目標に対する導入割合 0.0 ％ 0.0 ％ 50.0 ％ 50.0 ％ 50.0 ％ 50.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％  

再生可能エネルギー導入地区

における避難対象人数 
0 人 0 人 1,980 人 1,980 人 1,980 人 4,239 人 6,219 人 6,219 人 

 

補助金所要額効果 － － 
14,382 

千円/t-CO2 

14,382  

千円/t-CO2 

1,197  

千円/t-CO2 

7,155  

千円/t-CO2 

2,053  

千円/t-CO2 

1,916  

千円/t-CO2 

 

 

（２）目標達成に向けたロードマップ 

公共施設再生可能エネルギー等導入事業については、各市町村が作成する事業計画を基に効果的な事業の実施方法などについての検討を進め、具体的な事

業内容や導入スケジュール等について決定する。 

 

（３）事業実施後の評価の方法 

各年度における達成率を測定し、外部有識者で構成する北海道再生可能エネルギー等導入推進基金事業評価委員会において評価する。 

各年５月、１０月(年２回) 



再生可能エネルギー等導入推進基金事業計画書（全体計画書） 

（事業計画の概要） 

計画の名称 北海道グリーンニューディール基金（再生可能エネルギー等導入推進事業） 
価格根拠、導入容量の考え方 

 

（１）再生可能エネルギー等設備の導入容量についての考え方 

導入容量については、災害時に災害対策本部及び避難所等としての機能を最低限維持(１～３日程度)するのに必要な電力量、熱量を算出するとともに、 

交通網や送電網などの地勢的条件や気象特性、防災計画上の留意点などの地域特性を考慮した上で、設備の出力能力等導入容量についての検証を行う。 

 なお、算出にあたっては、非常時に使用する機器の種類や昼夜の区別、蓄電池の消耗度合いなどを精査しながら行う。 

また、設備の有効利用の観点から、実績報告時に稼働率等稼働実績について検証を行う。 

 

（２）再生可能エネルギー等設備の導入費用についての考え方 

入手した設備資料の分析や相見積もりを参考にするなど、導入時に販売等されている設備等の価格を参考にしたり、設備業者の意見を聞くなどしながら、

市場価格の推移を把握し、価格の妥当性を検証する。 

また、設備業者との意見交換を繰り返しながら、導入する再生可能エネルギーの種別ごとに発電量または熱供給量等の単位あたりの標準的な価格帯を次 

のとおり算出し、価格の妥当性を検証していく。 

 なお、北海道での設備整備については、積雪寒冷であることから、凍結を考慮した基礎工事となるほか、太陽光発電設備では積雪対策としての高位置での

架台の組立てとなり、また資材が本州からの遠隔地輸送となるなど、工事費単価が高くなる傾向にあり、これらも考慮する。 

※適正と想定する事業費単価 
太陽光発電 ～2,300千円/kW(なお、標準的仕様である10kW＋15kWh蓄電池の場合は、～53,000千円)、 
風力発電 ～4,000千円/kW、バイオマスボイラー ～400千円/kW) 
なお、先導的な技術を導入した設備や、離島等での設置についてはこの限りでない。 

 

 


